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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次 第64期中 第65期中 第66期中 第64期 第65期

会計期間

自令和５年
　１月１日
至令和５年
　６月30日

自令和６年
　１月１日
至令和６年
　６月30日

自令和７年
　１月１日
至令和７年
　６月30日

自令和５年
　１月１日
至令和５年
　12月31日

自令和６年
　１月１日
至令和６年
　12月31日

売上高 (千円) 173,955 222,014 197,432 419,854 454,920

経常利益又は経常損失

(△)
(千円) △28,199 △14,395 △19,513 23,349 △22,322

中間(当期)純利益又は

純損失(△)
(千円) △34,652 △8,643 △17,952 15,461 △19,715

持分法を適用した場合

の投資利益
(千円) － － － － －

資本金 (千円) 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000

発行済株式総数 (株) 3,586 3,586 3,586 3,586 3,586

純資産額 (千円) 248,167 289,624 260,584 298,281 278,565

総資産額 (千円) 946,993 987,995 926,979 1,008,882 957,511

１株当たり純資産額 (円) 69,204 80,765 72,667 83,179 77,681

１株当たり中間(当期)

純利益又は純損失(△)
(円) △9,663 △2,410 △5,006 4,311 △5,497

潜在株式調整後１株当

たり中間(当期)純利益
(円) － － － － －

１株当たり配当額 (円) － － － － －

自己資本比率 (％) 26.2 29.3 28.1 29.5 29.1

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
(千円) 8,245 △2,454 △7,573 59,959 △3,181

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
(千円) 46,829 4,913 △2,427 19,234 △18,947

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
(千円) △2,766 △5,100 △5,398 △7,784 △11,315

現金及び現金同等物の

中間期末(期末)残高
(千円) 77,974 94,434 48,232 97,076 63,631

従業員数

(人)

11 13 13 11 13

(他、平均臨時雇用者

数)
(22) (26) (34) (26) (34)

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、「中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移」

については記載しておりません。

２．第64期中、第65期中、第66期中及び第65期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、１株

当たり中間（当期）純損失であり、また潜在株式が存在しないため記載しておりません。

第64期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．持分法を適用した場合の投資損益については関連会社がないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当社は、子会社等の関係会社はなく、企業集団を構成しておりません。

　前期末以降、事業内容、経営組織に変動はありません。

３【関係会社の状況】

　該当事項はありません。

４【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

令和７年６月30日現在
 

従業員数（人） 13（34）

　　　（注）従業員数は、就業人員であり、臨時従業員数は中間会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。

 

(2）労働組合の状況

　当社に労働組合はありません。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

（1）経営方針・経営戦略等及び経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

　当中間会計期間において、当社の経営方針・経営戦略等及び経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な

指標等について、既に提出した有価証券報告書に記載された内容に比して重要な変更はありません。また、新たに

定めた経営方針・経営戦略等及び経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等はありません。

（2）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間会計期間において、当社の優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について、重要な変更はありませ

ん。

　また、新たに生じた事業上及び財務上の対処すべき課題はありません。

 

２【事業等のリスク】

　当中間会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が当

社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要な

リスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

 

３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（経営成績等の状況の概要）

　当中間会計期間における当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下、「経営成績等」という。）

の状況の概要は以下のとおりであります。

 

（１）財政状態及び経営成績の状況

　当中間会計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善への期待感を背景に、緩やかな回復基調が継続し

ました。個人消費においても、一部に足踏みはみられるものの、全体としては持ち直しの動きが見られました。国

内経済が緩やかに回復する一方で、ゴルフ場を取り巻く営業環境は、団塊の世代の高齢化によるゴルフ人口のさら

なる減少や顧客ニーズの多様化、価格競争の激化、人材確保のための人件費をはじめとする運営コストの増加等の

経営課題に対し、より効率的な運営と質の高い顧客サービスの向上を図ることが求められています。

　当社が運営するゴルフ場の所在する岐阜県全体の当中間会計期間(令和7年1月～6月中部ゴルフ連盟ゴルフ場集

計)の累計来場者数は、前年同期比で3.9%減少し、瑞浪市内12ゴルフ場の累計来場者数は、前年同期比で5.0%減少

しました。これに対し、当倶楽部の来場者数は前年同期比で6.6%の減少となり、県全体および市内平均の落ち込み

を大きく上回る結果となりました。特に、1月、2月の積雪により来場者数の著しい減少を記録した後、春以降も客

足は回復せず前年の水準を回復するには至らず、来場者数の深刻な状況は収益性を直撃し、売上は大幅に減少しま

した。

　このような環境の中、当社においてはメンバー重視の姿勢を基本理念とし、顧客満足度を高めるため細かなコー

ス整備、魅力あるメニューづくり、営業面では各種集客対策を実施しサービスの向上に努めました。
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①財政状態

　当中間会計期間末の資産合計は、前事業年度末に比べ30,531千円減少し、926,979千円となりました。負債合計

は12,551千円減少し、666,394千円となりました。また純資産合計は、17,980千円減少し、260,584千円となりまし

た。

②経営成績

　当中間会計期間における来場者数は25,696名（前年同期は27,498名）、売上高197,432千円（前年同期は222,014

千円）、営業損失20,460千円（前年同期は14,437千円）、経常損失19,513千円（前年同期は14,395千円）、中間純

損失17,952千円（前年同期は8,643千円）となりました。

 

（２）キャッシュ・フローの状況

　当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前期末に比べて15,399千円減少し、そ

の中間期末残高は、48,232千円でありました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間会計期間において、営業活動により減少した資金は、7,573千円で前年同期期間と比べて5,119千円支出が

増加しました。これは、会員預り金の減少が主な要因であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間会計期間において、投資活動により減少した資金は、2,427千円（前年同期は4,913千円の増加）となりま

した。これは、有価証券の償還による収入があった一方で、有形固定資産の取得及び有価証券の取得による支出が

あったことが主な要因であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間会計期間において、財務活動により減少した資金は、5,398千円で前年同期間と比べて297千円支出が増加

しました。これは、リース債務の返済による支出が増加したことが主な理由であります。

 

（３）生産、受注及び販売の実績

　当社の実態に即した内容を記載するため、生産実績及び受注実績に換えて入場人員を記載しております。

 

入場人員及び収入実績

区分

第65期中
（自　令和６年１月１日
至　令和６年６月30日）

第66期中
（自　令和７年１月１日
至　令和７年６月30日）

入場人員（人） 金額（千円） 入場人員（人） 金額（千円）

ゴルフ営業収入     

入場料金     

グリーンフィー 6,350 13,348 6,534 13,273

ビジターフィー 21,148 62,054 19,162 53,774

計 27,498 75,403 25,696 67,047

キャディーフィー  212  370

カートフィー  58,133  54,526

その他  48,154  37,535

小計  181,094  159,478

食堂売店収入     

食堂売店売上  38,585  36,509

委託商品売上  1,525  1,444

小計  40,110  37,953

合計  222,014  197,432

営業日数（日）  174  170

 

経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容
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　経営者の視点による当社の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりであります。なお、文

中の将来に関する事項は、当中間会計期間の末日現在において判断したものであります。

（1）重要な会計方針及び見積り

　当社の中間財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成されております。

この中間財務諸表の作成にあたって、当社が採用している重要な会計方針は、「第５　経理の状況　１　中間財

務諸表等（1）中間財務諸表　注記事項（重要な会計方針）」に記載のとおりであります。

　なお、中間財務諸表の作成にあたって、資産・負債や収益・費用に影響を与える見積りは、一定の会計基準の

範囲内において過去の実績やその時点での入手可能な情報に基づき合理的に判断しておりますが、実際の結果

は、これらの見積りと異なる可能性があります。

（2）当中間会計期間の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

①財政状態の分析

（資産）

　当中間会計期間末における流動資産の残高は、前期末に比べて14,532千円減少しております。これは、現金及

び預金の減少が主な要因であります。固定資産の残高は前期末に比べて15,999千円減少しております。これは、

減価償却費の計上18,915千円が主な要因であります。

　この結果、資産合計は30,531千円減少しております。

（負債）

　当中間会計期間末における負債残高は666,394千円であり、前期末に比べて12,551千円減少しております。これ

は会員預り金の減少16,790千円が主な要因であります。

（純資産）

　当中間会計期間末における純資産合計は、前期末に比べて17,980千円減少しております。これは中間純損失

17,952千円が主な要因であります。

②経営成績の分析

　今期は、メンバー来場者が6,534名と前中間期の6,350名から184名の増加、ビジターは19,162名と前中間期の

21,148名から1,986名の減少となりました。屏風山コースのオープン特需が落ち着き、売上高は前中間期の

222,014千円から197,432千円と24,582千円減少しました。これに対して、売上原価は前中間期の203,784千円から

189,101千円と14,683千円減少、販売費及び一般管理費は32,667千円から28,792千円と3,874千円減少しました。

　営業外収益は前中間期の665千円から947千円と281千円増加し、経常損失は前中間期の14,395千円から19,513千

円と5,117千円増加しました。また、特別利益4,566千円を計上した結果、中間純損失は、前中間期の8,643千円か

ら17,952千円と9,308千円増加しました。

③キャッシュ・フローの状況

　キャッシュ・フローの状況については、第２[事業の状況]３[経営者による財政状態、経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況の分析](２)キャッシュ・フローの状況に記載のとおりであります。

④経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

　第２[事業の状況]３[経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析](１)財政状態及

び経営成績の状況に記載のとおりであります。

⑤資本の財源及び資金の流動性

　当社の運転資金需要は、主なものとしてコースの維持管理に伴う費用、食材等の仕入れ、販売費及び一般管理

費等の営業費用であります。また設備投資資金需要の主なものとして、コース及びクラブハウスに関する有形固

定資産の取得に関する投資があります。当社はこれらの資金を主として自己資金で賄っております。

⑥損益改善策

　現代のゴルフ場経営は、ゴルフ人口の減少や顧客の高齢化、施設の維持管理費の高騰といった多くの課題に直

面しています。このような厳しい環境認識のもと、当倶楽部では損益改善と持続可能な経営の実現に向け、具体

的な取り組みを進めております。

　当中間期においては、まずお客様に最高のプレー環境を提供するため、コース全体の美化と管理を徹底するこ

とで良好なコース状態を維持し、屏風山コースではゴルフ未経験の若者や女性が気軽に始められる環境を整えま

した。また、営業面ではオープンコンペの開催、コンペパーティーや企業コンペへの営業を遂行しました。経営

面では、メンバーシップを重視する方針へと転換を進めており、アクティブ会員の増加を目指して新規の法人・

個人会員募集を継続することで、倶楽部の活性化を図っています。

　これらの取り組みを進める一方で、客単価の減少に起因する売上総額の伸び悩みが大きな課題として残ってお

ります。この「来場者増・顧客単価の増」という目標を達成するため、期の後半に向けては、社員一同一丸と

なって現在進めている社員一人ひとりの意識向上および社内における営業体制の改革を通して、収益性の改善に
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正面から取り組む所存です。当倶楽部が常に立ち返るべき創業時の精神、「三方よし」の経営理念のもと創業60

年を超える長い歴史を持つメンバーシップコースとして、今後も地域社会から愛されるゴルフ倶楽部を目指し、

またそれに恥じない経営を行っていく所存です。

 

４【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

 

５【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

　当中間会計期間において、主要な設備について異動はありません。

 

２【設備の新設、除却等の計画】

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 14,626

計 14,626

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発
行数（株）
（令和７年６月30日）

提出日現在発行数
（株）

（令和７年９月26日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,586 3,586 該当なし (注1)　(注2)

計 3,586 3,586 － －

(注1)当社の株式を譲渡により取得するには、取締役会の承認を要する旨定款に定めております。

(注2)当社は、単元株制度を採用しておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

令和７年１月１日～

令和７年６月３０日
－ 3,586 － 100,000 － －
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（５）【大株主の状況】

  令和７年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

(公財)モラロジー道徳教育財団 千葉県柏市光ヶ丘2-1-1 719 20.05

ダイコク電機㈱ 名古屋市中村区那古野1-43-5 68 1.90

安江　光久 岐阜県多治見市 52 1.45

㈱れいたくサービス 千葉県柏市光ヶ丘2-1-1 34 0.95

太陽社電気㈱ 岐阜県多治見市小田町6-1 33 0.92

十川　勝 大阪市住之江区 28 0.78

荻原　光明 岐阜県多治見市 20 0.55

柿田　尚武 愛知県瀬戸市 12 0.33

廣池　慶一 東京都港区 11 0.31

廣池　優子 東京都港区 11 0.31

計 － 988 27.55

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

令和７年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式3,586 3,586 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 3,586 － －

総株主の議決権 － 3,586 －

　（注）　当社は、単元株制度の適用を受けておりません。

②【自己株式等】

　該当事項はありません。

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．中間財務諸表の作成方法について

　当社の中間財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。また、当社は、金融商品取引法第24条の５第

１項の表の第３号の上欄に掲げる会社に該当し、財務諸表等規則第１編及び第４編の規定により第２種中間財務

諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間（自令和７年１月１日至令和７年６

月30日）の中間財務諸表について、晴連監査法人による中間監査を受けております。

 

３．中間連結財務諸表について

　当社は、子会社等関係会社がないため、中間連結財務諸表は作成しておりません。
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１【中間財務諸表等】

（１）【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(令和６年12月31日)
当中間会計期間
(令和７年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 78,631 63,232

売掛金 29,897 32,158

棚卸資産 7,031 5,631

有価証券 69,950 69,959

その他 1,713 1,642

貸倒引当金 △3,207 △3,138

流動資産合計 184,016 169,484

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 112,481 109,388

構築物（純額） ※２ 479,736 ※２ 476,598

機械及び装置（純額） 7,907 8,500

車両運搬具（純額） 9,962 7,498

工具、器具及び備品（純額） 15,266 12,900

土地 36,072 36,072

リース資産 44,808 39,907

その他（純額） 3,050 3,050

有形固定資産合計 ※１ 709,285 ※１ 693,915

無形固定資産   

借地権 48,250 48,250

その他 8,208 7,101

無形固定資産合計 56,458 55,351

投資その他の資産   

投資有価証券 600 600

長期前払費用 5,566 3,647

その他 1,584 3,979

投資その他の資産合計 7,750 8,227

固定資産合計 773,494 757,494

資産合計 957,511 926,979

負債の部   

流動負債   

買掛金 4,434 2,392

未払金 33,345 28,249

未払法人税等 303 151

未払消費税等 ※３ 5,572 ※３ 4,155

賞与引当金 589 610

リース債務 10,086 10,086

前受収益 － 18,244

その他 5,250 4,315

流動負債合計 59,580 68,205

固定負債   

会員預り金 563,943 547,153

リース債務 38,500 33,101

退職給付引当金 13,893 14,502

役員退職慰労引当金 3,028 3,432

固定負債合計 619,365 598,189

負債合計 678,946 666,394
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(令和６年12月31日)
当中間会計期間
(令和７年６月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 100,000 100,000

資本剰余金   

その他資本剰余金 98,000 98,000

利益剰余金   

その他利益剰余金   

別途積立金 220,000 220,000

繰越利益剰余金 △139,433 △157,386

利益剰余金合計 80,566 62,613

株主資本合計 278,566 260,613

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △1 △29

評価・換算差額等合計 △1 △29

純資産合計 278,565 260,584

負債純資産合計 957,511 926,979

 

②【中間損益計算書】

  (単位：千円)

 
前中間会計期間

(自　令和６年１月１日
　至　令和６年６月30日)

当中間会計期間
(自　令和７年１月１日
　至　令和７年６月30日)

売上高 222,014 197,432

売上原価 203,784 189,101

売上総利益 18,229 8,331

販売費及び一般管理費 32,667 28,792

営業損失（△） △14,437 △20,460

営業外収益 ※２ 665 ※２ 947

営業外費用 ※３ 624 －

経常損失（△） △14,395 △19,513

特別利益 ※４ 6,081 ※４ 4,566

特別損失 ※５ 177 ※５ 2,855

税引前中間純損失（△） △8,492 △17,801

法人税、住民税及び事業税 151 151

法人税等合計 151 151

中間純損失（△） △8,643 △17,952
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③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（自　令和６年１月１日　至　令和６年６月30日）

      (単位：千円)

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

 
その他資本
剰余金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

 別途積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 100,000 98,000 220,000 △119,718 100,281 298,281 － － 298,281

当中間期変動額          

中間純損失（△）    △8,643 △8,643 △8,643   △8,643

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

      △13 △13 △13

当中間期変動額合計 － － － △8,643 △8,643 △8,643 △13 △13 △8,657

当中間期末残高 100,000 98,000 220,000 △128,362 91,637 289,637 △13 △13 289,624

 

当中間会計期間（自　令和７年１月１日　至　令和７年６月30日）

      (単位：千円)

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

 
その他資本
剰余金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

 別途積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 100,000 98,000 220,000 △139,433 80,566 278,566 △1 △1 278,565

当中間期変動額          

中間純損失（△）    △17,952 △17,952 △17,952   △17,952

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

      △27 △27 △27

当中間期変動額合計 － － － △17,952 △17,952 △17,952 △27 △27 △17,980

当中間期末残高 100,000 98,000 220,000 △157,386 62,613 260,613 △29 △29 260,584
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④【中間キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：千円)

 
前中間会計期間

(自　令和６年１月１日
　至　令和６年６月30日)

当中間会計期間
(自　令和７年１月１日
　至　令和７年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前中間純損失（△） △8,492 △17,801

減価償却費 20,573 18,915

有価証券償還損益（△は益） － △48

貸倒引当金の増減額（△は減少） 320 △68

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1,856 609

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 250 403

受取利息及び受取配当金 △1 △61

固定資産除却損 177 －

固定資産除売却損益（△は益） △5,371 －

売上債権の増減額（△は増加） 1,885 △2,260

棚卸資産の増減額（△は増加） △1,241 1,399

その他の資産の増減額（△は増加） △1,140 71

仕入債務の増減額（△は減少） △1,787 △2,041

未払消費税等の増減額（△は減少） 6,972 △1,417

会員預り金の増減額（△は減少） △4,100 △16,790

賞与引当金の増減額（△は減少） 250 20

前受収益の増減額（△は減少） 15,970 18,244

その他の負債の増減額（△は減少） △28,312 △6,030

その他 37 △476

小計 △2,152 △7,331

利息及び配当金の受取額 1 61

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △303 △303

営業活動によるキャッシュ・フロー △2,454 △7,573

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △25,770 △2,439

有形固定資産の売却による収入 100,650 －

有価証券の償還による収入 － 70,000

有価証券の取得による支出 △69,965 △69,988

投資活動によるキャッシュ・フロー 4,913 △2,427

財務活動によるキャッシュ・フロー   

リース債務の返済による支出 △5,100 △5,398

財務活動によるキャッシュ・フロー △5,100 △5,398

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,641 △15,399

現金及び現金同等物の期首残高 97,076 63,631

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 94,434 ※ 48,232
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移転平均法により算定）を採用し

ております。

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法を採用しております。

(2）棚卸資産

先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法

　(1)有形固定資産

　定率法によっております。ただし、平成10年4月1日以降取得した建物（建物附属設備を除く）並びに

平成28年4月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

　なお、主要な耐用年数は以下の通りであります。

　　　　　建物及び構築物　　　　　　７～50年

　　　　　機械装置及び車両運搬具　　３～15年

　　　　　工具、器具及び備品　　　　３～10年

　また、取得価額10万円以上20万円未満の減価償却資産については、３年間で均等償却しております。

　(2)無形固定資産

　定額法によっております。ソフトウエア　　５年

　(3)リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロと

する定額法によっております。

　(4)長期前払費用

　定額法によっております。

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定の債権については、個別に回収可能性

を検討して回収不能見込額を計上しております。

(2）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当中間会計

期間末において発生していると認められる額を計上しております。

(3）賞与引当金

　従業員賞与の支払に備えるため、賞与支給見込額に基づき当中間会計期間負担額を計上しておりま

す。

(4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規定に基づく当中間会計期間末における要支

給額を計上しております。

４．収益及び費用の計上基準

　約束した財またはサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財またはサービスと交換に受け取ると

見込まれる金額で収益を認識しております。プレー収入、レストラン売上等は顧客のゴルフ場利用または

レストラン利用を履行義務として認識しており、顧客のゴルフ場利用またはレストランを利用した時点で

収益を認識しております。年会費は、会員のゴルフ場施設利用機会の提供を履行義務として認識しており

ます。

５．中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　中間キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手持現金、随時引出可能な預

金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期投資からなっております。
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（会計方針の変更）

該当事項はありません。

 

（中間貸借対照表関係）

※１．有形固定資産

減価償却累計額

前事業年度
（令和６年12月31日）

当中間会計期間
（令和７年６月30日）

1,324,828千円 1,342,637千円

 

※２．圧縮記帳額

前事業年度（令和６年12月31日）

　構築物については取得価額から圧縮記帳額48,169千円が控除されております。

 

当中間会計期間（令和７年６月30日）

　構築物については取得価額から圧縮記帳額48,169千円が控除されております。

 

※３．消費税等の取扱い

前事業年度（令和６年12月31日）

　仮払消費税及び仮受消費税は、相殺のうえ、未払消費税等として表示しております。

 

当中間会計期間（令和７年６月30日）

　仮払消費税及び仮受消費税は、相殺のうえ、未払消費税等として表示しております。

 

（中間損益計算書関係）

　１．減価償却実施額

 
前中間会計期間

（自　令和６年１月１日
至　令和６年６月30日）

当中間会計期間
（自　令和７年１月１日
至　令和７年６月30日）

有形固定資産 19,293千円 17,808千円

無形固定資産 1,280千円 1,106千円

 

※２．営業外収益の主要項目

 
前中間会計期間

（自　令和６年１月１日
至　令和６年６月30日）

当中間会計期間
（自　令和７年１月１日
至　令和７年６月30日）

受取利息 1千円 61千円

協賛金等収入 511千円 759千円

 

※３．営業外費用の主要項目

 
前中間会計期間

（自　令和６年１月１日
至　令和６年６月30日）

当中間会計期間
（自　令和７年１月１日
至　令和７年６月30日）

事故示談金 500千円 －千円
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※４．特別利益の主要項目

 
前中間会計期間

（自　令和６年１月１日
至　令和６年６月30日）

当中間会計期間
（自　令和７年１月１日
至　令和７年６月30日）

土地売却益 4,721千円 －千円

会員権償還益 710千円 4,450千円

 

※５．特別損失の主要項目

 
前中間会計期間

（自　令和６年１月１日
至　令和６年６月30日）

当中間会計期間
（自　令和７年１月１日
至　令和７年６月30日）

機械装置除却損 157千円 －千円

カート庫解体工事費用 －千円 2,600千円

 

（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間（自　令和６年１月１日　至　令和６年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

 
当事業年度期首株
式数（株）

当中間会計期間増
加株式数（株）

当中間会計期間減
少株式数（株）

当中間会計期間末株
式数（株）

発行済株式     

普通株式 3,586 － － 3,586

 

２．自己株式に関する事項

　該当事項はありません。

３．新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

　該当事項はありません。

 

当中間会計期間（自　令和７年１月１日　至　令和７年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

 
当事業年度期首株
式数（株）

当中間会計期間増
加株式数（株）

当中間会計期間減
少株式数（株）

当中間会計期間末株
式数（株）

発行済株式     

普通株式 3,586 － － 3,586

 

２．自己株式に関する事項

　該当事項はありません。

３．新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

　該当事項はありません。
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（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

※現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前中間会計期間

（自　令和６年１月１日
至　令和６年６月30日）

当中間会計期間
（自　令和７年１月１日
至　令和７年６月30日）

現金及び預金勘定 109,434千円 63,232千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △15,000千円 △15,000千円

現金及び預金同等物 94,434千円 48,232千円

 

（リース取引関係）

ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

１．リース資産の内容

有形固定資産

主として、ゴルフコース芝生管理用機械、ゴルフカート

２．リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「2.固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

（金融商品関係）

１．金融商品の時価等に関する事項

中間貸借対照表計上額（貸借対照表計上額）、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、市場価格のない株式等は「投資有価証券」に含まれておりません（(注)参照）。また、「現金及び預

金」「売掛金」については現金であること、及び短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似するもの

であることから、記載を省略しており、流動負債と固定負債のリース債務を合算して表示しております。

前事業年度末（令和６年12月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 貸借対照表計上額 時価 差額

有価証券 69,950 69,950 －

会員預り金 563,943 563,943 －

リース債務 48,586 42,933 △5,592

 

当中間会計期間末（令和７年６月30日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 中間貸借対照表計上額 時価 差額

有価証券 69,959 69,959 －

会員預り金 547,153 547,153 －

リース債務 43,188 38,825 △4,363

 

(注）市場価格のない株式等は「投資有価証券」に含まれておりません。当該金融商品の中間貸借対照表計上

額（貸借対照表計上額）は以下のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 貸借対照表計上額（令和6年12月31日） 中間貸借対照表計上額（令和7年6月30日）

投資有価証券

(非上場株式)
600 600
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２．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ

ルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時

価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算

定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ

ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

 

（１）時価で中間貸借対照表（貸借対照表）に計上している金融商品

前事業年度（令和６年12月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

区分
　時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券 69,950 － － 69,950

資産計 69,950 － － 69,950

 

当中間会計期間（令和７年６月30日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

区分
　時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券 69,959 － － 69,959

資産計 69,959 － － 69,959

 

（２）時価で中間貸借対照表（貸借対照表）に計上している金融商品以外の金融商品

前事業年度（令和６年12月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

区分
　時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

会員預り金 － － 563,943 563,943

リース債務 － 42,993 － 42,993

負債計 － 42,993 563,943 606,937

 

当中間会計期間（令和７年６月30日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

区分
　時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

会員預り金 － － 547,153 547,153

リース債務 － 38,825 － 38,825

負債計 － 38,825 547,153 585,979

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

　　有価証券

　　　　上場株式、国債、地方債及び社債は相場価格を用いて評価しております。上場株式及び国債は活発

な市場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

　　会員預り金

　　　　要求払いの特徴を有する会員預り金については、会員からの要求に応じて支払われるものであり、

レベル３の時価に分類しております。

　　リース債務

　　　　元利金の合計額と当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価値法によ

り算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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（有価証券関係）

１．その他の有価証券

前事業年度末（令和６年12月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円）

 種類 貸借対照表計上額 取得価額 差額

貸借対照表計上額が取

得価額を超えないもの
債券 69,950 69,951 △1

合計 69,950 69,951 △1

 

当中間会計期間末（令和７年6月30日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円）

 種類 貸借対照表計上額 取得価額 差額

貸借対照表計上額が取

得価額を超えないもの
債券 69,959 69,998 △29

合計 69,959 69,998 △29

 

（デリバティブ取引関係）

　該当事項はありません。

（ストック・オプション等関係）

　該当事項はありません。

（資産除去債務関係）

　前事業年度（自　令和６年１月１日　至　令和６年12月31日）

　当ゴルフ場土地の一部は、賃貸借契約に基づく原状回復義務を有しておりますが、当該債務に関連する賃借

資産であるゴルフ場用地として、開場以来、現在に至るまで更新契約を継続しており、今後も長期借地予定で

あることから、使用期間が明確でなく、資産除去債務を合理的に見積もることができません。そのため、当該

債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。

　当中間会計期間（自　令和７年１月１日　至　令和７年６月30日）

　当ゴルフ場土地の一部は、賃貸借契約に基づく原状回復義務を有しておりますが、当該債務に関連する賃借

資産であるゴルフ場用地として、開場以来、現在に至るまで更新契約を継続しており、今後も長期借地予定で

あることから、使用期間が明確でなく、資産除去債務を合理的に見積もることができません。そのため、当該

債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。

 

（賃貸等不動産関係）

　該当事項はありません。

（持分法損益等）

　該当事項はありません。

（収益認識関係）

　１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前中間会計期間(自令和６年１月１日　至　令和６年６月30日)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

　プレー収入 144,284

　商品売上 6,322

　レストラン売上 38,585

　年会費収入等 32,823

売上高 222,014

 

当中間会計期間(自令和７年１月１日　至　令和７年６月30日)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

　プレー収入 131,247
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　商品売上 4,987

　レストラン売上 36,509

　年会費収入等 24,688

売上高 197,432

 

　２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

重要な会計方針「４．収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

 

　３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当中間会

計期間末において存在する顧客との契約から当中間会計期間の末日後に認識すると見込まれる収益の金額

及び時期に関する情報

（１）契約資産及び契約負債の残高等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)
 

 前事業年度 当中間会計期間

　契約負債（期首残高） － －

　契約負債（期末残高） － 18,244

　契約負債は、期間の経過に応じて収益を認識する年会費の前受金です。当事業年度の年会費収入は、1年分

を1月に計上します。中間会計期間末の契約負債残高は、下期に収益認識に伴い取り崩されます。

 

（２）残存履行義務に配分した取引価格

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

 前事業年度 当中間会計期間

　６ヵ月以内 － 18,244

合計 － 18,244

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社は事業を集約しゴルフ場事業の単一事業であり、開示対象となる事業セグメント情報がないため、記載

を省略しております。
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【関連情報】

Ⅰ　前中間会計期間（自　令和６年１月１日　至　令和６年６月30日）

１．サービスごとの情報

　　単一のサービスの区分の外部顧客への売上高が中間損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省

略しております。

 

２．地域ごとの情報

　（1）売上高

　　本邦の外部顧客への売上高に区分した金額が中間損益計算書の売上高の90％を超えるため、地域ごとの

売上高の記載を省略しております。

 

　（2）有形固定資産

　　本邦に所在している有形固定資産の金額がが中間貸借対照表の金額の90％を超えるため、地域ごとの有

形固定資産の記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　　外部顧客への売上高のうち、中間損益計算書の売上高10％以上を占める相手先がないため、記載を省略

しております。

 

Ⅱ　当中間会計期間（自　令和７年１月１日　至　令和７年６月30日）

１．サービスごとの情報

　　単一のサービスの区分の外部顧客への売上高が中間損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省

略しております。

 

２．地域ごとの情報

　（1）売上高

　　本邦の外部顧客への売上高に区分した金額が中間損益計算書の売上高の90％を超えるため、地域ごとの

売上高の記載を省略しております。

 

　（2）有形固定資産

　　本邦に所在している有形固定資産の金額がが中間貸借対照表の金額の90％を超えるため、地域ごとの有

形固定資産の記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　　特定の顧客に対する売上高で中間損益計算書の売上高の10％以上を占めるものがないため、記載を

　省略しております。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前中間会計期間（自　令和６年１月１日　至　令和６年６月30日）

　該当事項はありません。

 

当中間会計期間（自　令和７年１月１日　至　令和７年６月30日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前中間会計期間（自　令和６年１月１日　至　令和６年６月30日）

　該当事項はありません。

 

当中間会計期間（自　令和７年１月１日　至　令和７年６月30日）

　該当事項はありません。
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【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前中間会計期間（自　令和６年１月１日　至　令和６年６月30日）

　該当事項はありません。

 

当中間会計期間（自　令和７年１月１日　至　令和７年６月30日）

　該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

 
前中間会計期間

（自　令和６年１月１日
至　令和６年６月30日）

当中間会計期間
（自　令和７年１月１日
至　令和７年６月30日）

(1）１株当たり中間純損失 2,410円 5,006円

（算定上の基礎）   

中間純損失（千円） 8,643 17,952

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る中間純損失（千円） 8,643 17,952

普通株式の期中平均株式数（株） 3,586 3,586

潜在株式調整後１株当たり中間純利益

１株当たり中間純損失であり、

また潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

１株当たり中間純損失であり、

また潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

 

 
前事業年度

（令和６年12月31日）
当中間会計期間

（令和７年６月30日）

(2）１株当たり純資産額 77,681円 72,667円

（算定上の基礎）   

純資産の部の合計額（千円） 278,565 260,584

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） － －

普通株式に係る中間期末（期末）の純資産額

（千円）
278,565 260,584

１株当たり純資産額の算定に用いられた中間期

末（期末）の普通株式の数（株）
3,586 3,586

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の参考情報】
　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

　有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第64期）（自　令和5年１月１日　至　令和5年12月31日）令和6年3月22日東海財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項ありません。
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独立監査人の中間監査報告書

 

  令和７年９月２０日

株 式 会 社 エ ム ケ ー    

 

 取 締 役 会 御 中  

 

 晴連監査法人  

 大阪府豊中市  

 

 

 

代表社員

業務執行社員
公認会計士 荻野　忠彦

 

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社エムケーの令和７年１月１日から令和７年１２月３１日までの第６６期事業年度の中間会計期間（令和

７年１月１日から令和７年６月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間

株主資本等変動計算書、中間キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行っ

た。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社エムケーの令和７年６月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（令和７年１

月１日から令和７年６月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。

 

中間監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査

の基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、

我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。

 

中間財務諸表に対する経営者及び監査役の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作

成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有

用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した中間監査に基づいて、全体としての中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投

資家の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得て、中間監査報告書において独立の立場

から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別

に又は集計すると、中間財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判

断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に従って、中間監査の過程を通じて、職業的

専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・ 不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対

応する中間監査手続を立案し、実施する。中間監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、中間監査の

意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。なお、中間監査手続は、年度監査と比べて監査手続の一

部が省略され、監査人の判断により、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクの評価に基づいて、

分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。

・ 中間財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評

価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に

関する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する

注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として中間財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基

づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか

結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、中間監査報告書において中間財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間財

務諸表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、中間監査報告書日までに入手し

た監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間財務諸表が

基礎となる取引や会計事象に関して有用な情報を表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役に対して、計画した中間監査の範囲とその実施時期、中間監査の実施過程で識別した内部統制の重

要な不備を含む中間監査上の重要な発見事項、及び中間監査の基準で求められているその他の事項について報告を行

う。

監査人は、監査役に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人

の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じてい

る場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

（※）１．上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会
社）が別途保管しております。
２．ＸＢＲＬデータは中間監査の対象には含まれていません。
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